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１．はじめに1

　急速に少子・高齢化時代を迎える日本において、健康社会の
実現をめぐる問題は多様化・複雑化していると同時に、グロー
バリゼーションの進行と環境・資源制約が厳しくなる中で、持
続可能な地域発展を実現するためのイノベーション創出が喫緊
の課題となっている。このような状況の下で、新潟県は 2006
年にイノベーションの促進によって付加価値を高め、自立型の
経済構造に転換させるため、「健康・福祉・医療新産業ビジョン：
健康ビジネス連峰構想」を推し進めており、民間企業主導の下
で種まき・育成段階および拡大段階を経て成長段階への移行が
進められている。
　ところで、近年のイノベーション論は従来の学習理論やシス
テム理論を加えて新たな研究の地平を見せており、個人と集合
意識の構造に焦点を当てながら、社会的な場の創成が重要であ
ることが指摘されている。さらに、知識とイノベーションに関
連付けた研究は、重層的な空間的次元（ローカルからグローバ
ルまで）を占める組織間のリンケージは高度な技能を有した労
働力や、産業を支援する文化、社会、政治などの制度的な厚み
に加えて、産業集積外との広域化した知識循環が、連続的なイ
ノベーションを誘発する可能性を示唆している。
　本研究は、新潟県における健康ビジネス産業クラスターの成
長期の実態を把握することを通じて地域イノベーション戦略の
課題を明らかにすることが目的である。具体的には、有価証券

報告書を基に企業間の認知的距離とイノベーションの関係を捉
える。また、健康ビジネス協議会に対する聞き取り調査を基に
知識フローの空間性が地域イノベーションに与える影響を明ら
かにする。

２．既存研究のサーベイと分析の枠組み

2.1 地域と地域イノベーション
　地域とは「一定の意味を有する空間的まとまりとして区画さ
れた地球表面の一部であって、その周辺の土地空間とは異なる
特徴、すなわち一定の指標に則して全体として等質性（均等性）
あるいは統一性といった特性が識別される範囲である（世界大
百科事典）」。しかし、経済学で用いられる「地域」の語は、理
論的文脈では往々にして不明瞭に扱われ、実証的分析では定義
が厳密ではない。このため、取り扱うテーマやデータの利用可
能性に合わせて意味合いの変化する概念である。
　従来、地域研究（Area Study）では、地域の歴史・文化・
自然条件を基礎とする地域の発展過程と地域的課題の固有性の
解明に重点を置いており、学際的なアプローチによる地域の総
合的理解が志向されている（坪内，1999）。また、地域科学

（Regional Science）では、経済学を中心としつつ、隣接分野
の方法論を積極的に吸収することで学際的なアプローチにより
地域的課題の解明を目指してきたものの（河野と氷鉋　1980, 
p.221）、そこでは地域を経済活動の空間として捉える方向で「地
域経済開発」研究として進んできている2。
　一方、山影（1994, p.206）は、「地域の多様性を強調するの
ではなく、その多様な地域の中にどのような関係が埋め込まれ
ているか、そして地域を超えてどのような関係が広がっている
のかを理解すべきである」と指摘している。言い換えれば、地
域は、地域内において活動する主体の在り方とその関係性、そ
して地域外のステークホルダーとの関係性に応じてダイナミッ
クに変化するものである3。したがって、地域に関する研究は、
地域発展のダイナミズムを規定する要因（主体とその関係）と
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そのメカニズム（主体とその関係の質的変化と広がり）を探求
することが必要となる。

2.2 地域イノベーション戦略とイノベーションシステム
　今やイノベーションは時代の合言葉であり、その概念に対す
る誤解も蔓延している。イノベーションは技術進歩ではなく、

「創造的破壊」（Creative Destruction）である。最初にイノベー
ションに注目したのは、Ｊ・シュンペーター（Schumpeter, 
1934; 1950）であり、Ｃ・クリステンセン（Christensen 1997）
は「破壊的なイノベーション」という概念によって、イノベー
ションの古典的定義に立ち戻りつつも、経営が置かれている今
日的な文脈に注目してイノベーションの本質を再発見したので
ある。シュンペーターの「イノベーションの類型」には新消費
財、新生産方法、新輸送方法、新市場、新産業組織形態があり、
イノベーションは社会のあらゆるところに革新を求めるのであ
る（Schumpeter, 1934, p.66）。
　地域イノベーション論は 1990 年代初頭以降、北米地域にお
ける政策展開、Ｍ・ポーター（Porter, 1998）による競争優位
論を基礎としたクラスター導入（OECD, 2007）の点から広が
りを見せており、理論的・実証的・政策的な知見の蓄積が進ん
でいる。しかしながら、松原（2013, p.11, p.22）は、以下の 2
つの問題点を指摘している。すなわち、地域の範囲や知識フロー
の空間性の把握における理論的考察の不十分さと地域イノベー
ションシステムの実態に関する詳細な実証分析の必要性であ
る。従って、地域におけるイノベーションを関連主体の相互作
用による知識創造と知識の適用プロセスとして捉えるならば、
企業の認知的特性、知識フローの空間性とイノベーションとの
関係を分析することが重要であると考えられる。
　一方、地域イノベーション・システム（RIS: Regional Innovation 
System）は、ナショナル・イノベーションシステム論と産業
集積論が融合して生まれた考え方である。NIS は「経済的に有
用な新しい知識の生産、普及、利用において相互作用する、そ
の国に立地しているか起源を持つ諸要素、諸関係からなるシス
テム」である（Lundvall, 1992）4。地域の社会経済的文化的背
景を持った地域イノベーションシステムを①知識の適用・活用

（産業企業群の主体間の垂直的・水平的ネットワーク）、②知識
の創造・普及（公的試験研究機関、教育機関）の２つのサブシス
テムに分けて把握するものであり、２つのサブシステム間にお
いて知識、資源、人的資本のフローおよび相互作用が行われる。
　そして、この２つのサブシステムに対して実施される政策の
ことを地域イノベーション政策と言う。RIS に関する体系的な
研究は Cooke et al.（2004）において実施されている。Cooke 
et al.（2004）は RIS をイノベーションのガバナンス形態（草
の根型、ネットワーク型、統制型）と空間的範囲（ローカル型、
インタラクティブ型、グローバル型）の観点から９つに類型化
している。そこでは、日本の東北地域は統制型―ローカル型に
分類されている。

　また、Todtling and Trippl（2005）では地域イノベーショ
ンにおける障害（イノベーションバリア）を周辺地域、古くか
らの工業地域、大都市圏地域それぞれにおける障害について整
理している。さらに取り上げられた事例では、「周辺地域」と「古
くからの工業地域」の２つの側面を持っており、イノベーショ
ンを引き起こす企業・人材・研究機関などの資源の不足（組織
の薄さ）と企業間関係や産学官の関係の固定化（ロックイン）
の２つの障害が存在している状態にあると示している（松原，
2013, pp.22-23）5。
 
2.3 知識フローの空間性と企業の認知的側面
　知識とイノベーションはローカルからグローバルまで、様々
な空間的次元においてネットワークを介して重層的に創造され
ている。一般的には文章化された形式知は遠距離の伝達が可能
であるが、人に体化した暗黙知は対面接触が必要になる。その
ため、Nonaka and Takeuchi（1995）は知識における形式知と
暗黙知の異なる特徴を踏まえて、知識創造にとっての「場」の
重要性を論じている。また、アスハイム・コーネン（Asheim 
and Coenen 2005, 2006）やアスハイム・ガートラー（Asheim 
and Gertler, 2005）は、形式知、暗黙知といった知識区分にか
わり、「統合的」と「分析的」といった、２つの「知識ベース」
の存在について論じている6。
　一方、企業の認知的側面とイノベーションとの関係に関する
近年の研究は、①特許情報に着目した分析、②知識フローに着
目した分析など経済地理学的な分析アプローチの適用が進んで
いる（松原，2013；水野，2011）。さらに、組織学習論の視点
から企業の認知的革新の過程の分析を試みた研究もある（喜田， 
2007）。喜田（2007）では、既存研究の詳細な検討を踏まえて、
認知科学的な組織学習論として、「組織的知識構造の変化」を
捉えることが組織学習の実態を把握する上で有効であると指摘
し、テキストマイニング手法を適用することで、企業の認知変
化と経営成果との関係に関して一定の関係性があることを明ら
かにしている。
　さらに、田柳（田柳， 2007）は、知識社会の大きな特徴は知
識と社会が切り離せないところにあると指摘し、「グローバル
な知識社会とは、あらゆるレベルの多様性を成長の源泉としな
がら、それらの間でのさらに上位の知識構造が、グローバルな
競合と協調をコーディネーションしていく、そのような社会と
なる。そこでは、それぞれの固有の文化や制度の違いが、新た
な知識創造のための「知的資源」として相互参照される。認知
の多様性が、持続可能な社会の新たな資源（しかも無尽蔵な）
となる。」と指摘している。

2.4　仮説と分析の枠組み
2.4.1　仮説の設定
　以上の既存研究に対するサーベイの結果を踏まえて、本研究
では以下の３つの仮説を設定する。したがって、本研究は認知

4 Guan and Chen（2012）では、OECD 諸国を対象として、NIS の評価を試みており、日本は総じて知識の創造ポテンシャル（Knowledge 
Creation Potential）は高いものの、実用化などの知識の生産ポテンシャル（Knowledge Production Potential）が低いことが指摘されている。
5 そして、解決策としては、地域外からのイノベーチブな企業の立地を促進することや旧産業の再編を通じた新産業のクラスターの発展が必要
であるとしている。
6 統合的知識ベースは、主に既存の知識の適用や知識の新しい組み合わせを通じて起こるものであり、顧客等の取引先との相互作用から生まれ
る応用研究に基づいた漸進的なイノベーションが生み出される。一方、分析的知識ベースは、科学的知識が重要な役割を果たし、企業（研究開
発部門）や研究機関との連携に基づいて知識創造を通じて急進的イノベーションが生み出される（Asheim and Coenen 2005, p.1176）。
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的科学の側面から、イノベーションシステム論と組織学習論の
橋渡しを試みる研究としても位置付けることができる。

仮説１）地域イノベーション戦略の基本原理は協調優位にある。
仮説２）クラスターの形成は主体の認知変化に影響を与える。
仮説３）組織学習としての認知変化はイノベーションを誘発する。

2.4.2 分析の枠組み
　分析の枠組みは図１の通りである。まず第 3 節では、協調優
位戦略の考えの下、異業種連携を通じたイノベーションの誘発
に関するモデルを構築する。第４節では、新潟県健康ビジネス・
クラスターの事例を通じて、知識フローの空間的分析を行う。
まずは聞き取り調査やアンケート調査を通じて健康ビジネス連
峰政策と知識フローとの関係を整理した上、テキストマイニン
グを用いてクラスターのコア企業における認知的革新の実態を
明らかにする。最後に得られた結果を踏まえて、協調優位に基
づく地域イノベーションシステムの実態を考察し、地域イノ
ベーション戦略の課題を提示する。

３．地域イノベーション戦略の理論モデル

3.1 協調優位戦略
　戦略とは、長期的または全体的目標を達成するために設計さ
れた行動計画のことである（Oxford Dictionary of English）。
戦略が成功するかどうかは、多数のものごとをうまくやり（少
数ではいけない）、しかもそれらを統合できるかどうかで決まっ
てくる。活動がお互いにフィットしていなければ、明確な戦略
もありえないし、競争優位もまず維持できない。そして、経営
は個々の機能を監督するという単純な仕事になってしまい、組
織の相対的な業績は、オペレーション効率だけで決まってしま
うことになる（Porter, 1996, p.75）。
　地域イノベーション戦略を検討する際はどのような原理に基
づいて戦略が立てられるかが重要なポイントとなる。ここでは
協調優位に基づく戦略を考える。協調優位（Collaborative 
Advantage: Huxham, 1996）は企業や地域の間で戦略的な連携
やネットワークを形成し、協調しつつ競争することによって、
より大きな成果が得られる原理であり、従来の経済学が基礎と
する比較優位や競争優位の原理からのパラダイムシフトであ
り、特に持続可能な発展に寄与すると考える。まず、比較優位
の原理の下では、経済主体が地域内で財やサービスを相対的に
低コストで生産可能な状態になり、規模の経済が重要であると
ともに、経済主体間は相互に独立しているため、結果として地
域内での分業が形成されるのである。
　そして、競争優位の原理の下では、差別化戦略に成功した者

が、質的に異なる財やサービスを供給するという状態になる。
差別化の効果は、外部性によって経済主体間の活動に影響を与
えるため、地域における集積の経済と密接な関係がある。この
場合、同種の主体による集積の経済は差別化効果が低く、異種
の主体による集積の経済は差別化効果が大きいのである。
　さらに、協調優位の原理の下では、経済主体が他者との連携
やネットワークの形成を通じて実現したイノベーションによっ
て競争力が高められた財やサービスの生産に特化する。従って、
比較優位の発揮と競争優位の発揮には一種のトレードオフの関
係があるが、協調優位の発揮はそのフロンティアを突破するこ
とができる。

3.2 企業家精神とイノベーション
　一般的に、イノベーションを論じる際には起業家精神に富む
活動が重要視されている。また、Ｄ・スターク（Stark, 2009）
によれば、起業家とはいくつものゲームの当事者であり、組換
えによって価値のあるものを生み出す者である。起業家精神に
富む活動は、まとまりが強く、凝集性の高いネットワーク構造
の重複部分（overlap of cohesive structure）が、それぞれの
個性的なネットワーク上の集団のアイデンティティを崩壊させ
ることなく、メンバーが重なり合った部分で生まれるものであ
る。このような考えは不確実性を利用するというナイトの概念
と破壊的で組換えを促す点を強調したシュンペーターの考えを
融合したものである（Knight, 1921; Schumpeter, 1934）。すな
わち、起業家精神に富む活動が生産性を向上させるのは情報の
円滑な伝達や固定化されたアイデンティティの確認を通じてで
はなく、生産的な摩擦を育み、組織的に当然と思われてきたこ
とを混乱させて、新しい知識を生み出し、経営資源の定義の見
直し、再配置、組換えを可能にすることを通じてである。
　また、起業家の気質とは個人が持つ財産（例えば状況の曖昧
さや多義性をどれだけ許容できるか等個人的資質）ではなく、
組織の所有物である。すなわち、組織にはその形態の違いによ
り、持続的に生産的なパフォーマンスを測る基準間における生
産的な競争関係を許容し、支える能力に差があるため、習慣化
に よ っ て 思 慮 が 浅 い 組 織 の 活 動（habituated, unreflective 
activity）への固定化を阻止することが可能かどうかは、その
差に応じて変わってくるのである。スタークは、変化し続ける
状況（基準や原理の曖昧さや多義性）に反映させながら、深く
再帰的に思考をめぐらせる再帰的認知（reflective cognition）
能力を備えた企業の形態を「ヘテラルキー」と名付けいる。さ
らに、最もイノベーションを生み出しやすいアイディアは、集
団の環境の中に「ただ漂いながら存在している（アイディアは
見つけてもらうのを待っている）」のではなく、意図的に作り
出さなければならない、と言う（Stark, 2009）。

図１．分析の枠組み
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3.3　異業種連携とイノベーション
　ところで、協調優位戦略がイノベーションを誘発するメカニ
ズムに関しては、これまで十分解明されてはいない。ここでは

「近接性（proximity）」と「異質性（heterogeneity）」の概念
を用いて、知識創造論（Nonaka and Takeuchi，1995; Fujita, 
2007）、産業の知識ベース（Asheim and Coenen, 2005; 2006）、
価値体系のマネジメント（Stark, 2009）と産業のライフサイク
ル論を統合し、異業種連携による知識創造の理論モデルを提示
する。
　まずは、産業の知識規模の成長、知識ベースと知識の種類別
構成の変化（知識ベースに占める統合的（或は分析的）ベース
の割合及び知識に占める暗黙知の割合）及び産業の知識成長ポ
テンシャルとの関係を示す。モデルの仮定は以下のようになる。
①知識には暗黙知（ta: tacit）と形式知（fo: formal）の２つの
タイプがある。
②２つの産業 i および j の間では共有知（Cij）（重複部分であり、
起業家の気質による創造的な摩擦が生じる可能性である）と固
有知の２つがあり、固有知は統合的知識ベース（Dij）と分析
的知識ベース（Dji）に分かれる。
③共有知（Cij）は暗黙知（起業家精神等）（Cijta, Cjita）と形式
知（Cijfo, Cjifo）に分かれ、固有知はさらに暗黙知（経験等）（Dijta, 
Djita）と形式知（Dijfo, Djifo）に分かれる（図２）。
④産業の知識規模（SK: Scale of Knowledge）は SKi= SKi（Dij, 
Cij）として表すことができ、産業の成長を知識の規模として
近似すると、時間 t の関数で表すことができる。

SKi ≒ SK（D（t）, C（t））� （1）

⑤産業の成長とともに暗黙知の割合（TKR: Tacit Knowledge 
Ratio）は低下し０に近づく。

TKRi = （Dij
ta +Cij

ta ）/（Dij + Cij））� （2） 
lim TKR i = 0� （2）’ 
t → ∞

⑥産業の知識成長ポテンシャル（KGP: Knowledge Growth 
Potential）は、産業の知識規模（SK）と産業内における暗黙
知の割合（TKR）の積となる。

KGPi = SKi（Dij , Cij ）×（Dij
ta +Cij

ta ）/（Dij + Cij））� （3）

　続いて、産業 i と産業 j の連携による産業クラスター形成に
よる知識創造モデルについて説明する。異業種連携を通じた産

業クラスター形成によるイノベーションの可能性を「知識創造
ポテンシャル」として定式化する。そこで、産業間の連携によ
る知識創造のモデルを以下のように設定する。

⑦産業間（企業間）の認知的距離（NP: Network Proximity）は、
地理的近接性（異質性）、技術的近接性（異質性）、制度的近接
性（異質性）、組織的近接性（異質性）、社会的近接性（異質性）
などに規定される。ここで、G1 ～ Gr は近接性（地理、技術、
制度、組織、社会などの異質性）を規定する要素であり、0 ＜
G ＜ 1 とする。産業 i と産業 j の位置をそれぞれ Gi（Gi1, Gi2, ….., 
Gir）と Gj（Gj1, Gj2, …..,Gjr）とすると、産業 i と産業 j の近接性
NP は距離の２乗和を用いて以下のように表すことができる。
NP は０より大きく１より小さい値をとる（NP の値が 0（１）
の値をとる時は、クラスターは成立しない（消滅する）ため）。

r

NPij= Σ（Gik － Gjk）2 /r
k=1

� （4）

⑧ そ し て、 知 識 の 創 造 ポ テ ン シ ャ ル（KCP: Knowledge 
Creation Potential）は、「各産業の知識成長ポテンシャル

（KGP）」、「産業の固有知の割合（知識の異質性：（Dij+Dji）／
企業間（産業間）の認知的距離（NP）」の関数で表すことがで
きる。知識の創造ポテンシャル関数を以下の式で定義する。

KCPij=（1-NP）×（KGPi×KGPj）（NP/1-NP）×{（Dij+Dji）/（Cij+Dij+Dji）}�（5）

⑨ここで（Dij ＋ Dji）/（Cij+Dij+Dji）＝ Z とおき、KGPi、KGPj、
Z の１次微分はそれぞれ以下のように書ける。

d KCPij/d KGPi＝NP×KGPi
（2NP-1）/（1-NP） KGPj （NP/1-NP）×Z>0 �（6） 

d KCPij/d KGPj＝NP×KGPj
（2NP-1）/（1-NP） KGPi

（NP/1-NP）×Z>0� （7） 
d KCPij / d Z   =（1-NP）× （KGPi ×KGPj）（NP/1-NP）> 0 � （8）

　すなわち、知識の創造ポテンシャルは、「産業間の知識成長
ポテンシャルの積」が大きいほど、大きくなる。また、「産業
間の固有知の割合（知識の異質性）」が大きいほど、大きくな
る（Jacobs, 1969）。

⑩さらに、両辺に対数をとり、NP の２階微分はそれぞれ以下
のように書ける。

dln（dKCPij/dKGPi）/dNP＝1/NP+1/（1-NP）2（lnKGPi+lnKGPj）>0�（9） 
dln（dKCPij/dKGPj）/dNP＝1/NP+1/（1-NP）2（lnKGPi+lnKGPj）>0�（10） 
dln（dKCPij/dZ）/dNP=1/（1-NP）+1/（1-NP）2（lnKGPi+lnKGPj）>0�（11）

⑪ KCP の KGP による一次微分が NP の増加関数となり、Z に
よる一次微分が NP の増加関数となる。
　つまり、産業間（企業間）の認知的距離が大きくなれば「産
業間の知識成長ポテンシャル」に基づく知識創造ポテンシャル
の上昇効果も大きくなる。ただし、NP の値が１になる直前で
最大となる。

　以上のモデルが示していることは、連携する産業におけるそ
れぞれの知識構造、ライフサイクル、および産業間（企業間）
の認知的距離が、イノベーションの誘発に大きく影響すること
である。したがって、産業クラスターの形成は、関連産業にお
けるイノベーションの誘発を通じて地域の持続的発展に貢献で
きると考える。また、クラスター形成による協調優位戦略の成
否は、イノベーションのメカニズムを理解し、イノベーション
誘発効果の高いクラスターを形成することができるか否かに依

図２．知識創造における産業間の関係
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存している。

４�．知識フローの空間的分析－新潟県健康ビジネス・ク
ラスターの事例分析－

4.1 健康ビジネス連峰政策と知識フロー
　新潟県では、高齢化が進む中、医療・介護分野におけるビジ
ネスの付加価値を高めるために、「健康・福祉・医療新産業ビジョ
ン：健康ビジネス連峰構想（2006 年２月発表）」を推し進めて
いる。ここでの「健康ビジネス」とは，健康・福祉・医療にか
かわる、農林水産業、食品産業、機械工業、サービス業、観光
産業、医療・福祉産業等幅広い産業にわたるイノベーションを
指している。
　主要な関連機関と具体的な事業の関係は行政組織横断型によ
る立地支援策と異業種連携支援策による商品開発・ビジネスモ
デルの創出の２つからなるが、特に後者に重点を置いている。
また、異業種連携支援の主な対象は県内の中小企業であり、支
援機関・試験研究機関、大学等との情報交換を通じた連携支援
をしている。
　健康ビジネス政策の現在の到達点としては、種まき・育成段
階（第一ステージ、2006 年度～ 2008 年度）を経て市場化・拡
大段階（第二ステージ、2009 年度～ 2011 年度）に移行した段
階であり、2011 年３月には、市場訴求力の高さの観点から、
推奨するビジネスモデル（ベストプラクティス）として 15 件

の事例を選定した。しかしながら、このベストプラクティスの
フォロワー企業や取組みがなかなか生まれていないのが現状で
ある。新潟県産業振興課に対する聞取調査の結果によれば、そ
の原因は以下の２点にある7。第１に、企業家精神が足りない
点にある8。第２に、ベンチャー企業を支援する環境、特にエ
ンジェル投資家などの民間ファンドが不足している点である9。
このような状況を踏まえて、2012 年度から新潟県のイノベー
ション支援策は人材育成へとシフトしている。その代表例は
2012 年度より「人財育成塾」10 の開催を健康ビジネス協議会11

に委託している。
　表１は健康ビジネス協議会を中心とした知識フローの主体と
チャネルを整理したものである。協議会の会員企業内は部会活
動を中心に直接的な知識の交換を行っているが、非会員企業等
との間においても「うおぬま会議」や「人財育成塾」を通じて
間接的な知識の交換を行っている。しかし、知識フローが会員
企業内における一方向のままであり、既存知識の組合せにはあ
る程度有効であるものの、新しい知識の創造に向けたインセン
ティブメカニズムが機能しているとは言えない。従って、単発
の会議の開催に終わらずに、非会員企業と行政12 を含めた知識
フローの相互作用を活発にする仕組みが必要になると思われ
る。

4.1.2 アンケート調査
　本研究では協議会会員を対象に健康ビジネス協議会の役割や

7 主に新潟県産業労働観光部産業振興課新分野育成係への聞き取り調査（2013年７月19日（金））と収集資料に基づく。
8 GEM（2014）によれば、起業活動率（EEA：early-stage entrepreneurial activity）は、イノベーション主導経済間で異なり、日本は26か国
中イタリアに次いで２番目に低い。また、日本国内の都道府県間では新潟県の開業率（2004～2006年）は山形県に次いで２番目に低い。
9 新潟県には、県と民間企業が出資する地域型のファンド（新潟ベンチャーキャピタル株式会社、新潟市中央区）が2010年３月に設立され、投
資事業は開始したばかりである。新潟 VC の１号ファンドは、投資対象を新潟県内に本店を持つ企業を原則とし、健康ビジネス協議会の会員企
業の中では、バイオテクノロジーに関する研究・開発・製造を行っている株式会社 UniBio（2011年３月設立、新潟市西蒲区）が投資を受けている。
ただし、出資は当初目標の10億円に届かず、１社当たりの出資額を抑えた経緯がある（日本経済新聞、2012年11月８日）。
10 人材育成塾は2012年度より新潟県の委託事業により実施されており、「次世代の企業リーダー及び起業を志すビジネスリーダー育成」を目的
として、企業社員、団体、個人を対象に開講している。プログラムのコンセプトは「新しいビジネスを創造していくリーダーとして必要な能力
と人脈を手に入れる。具体的かつ実践的なリーダー育成の内容へと進化させていく。」ことである。2012年度は、医師、税理士、経済博士、個
人事業者、大手企業等さまざまな経験を有する20名が参加（男性13名、女性７名）した。具体的なビジネスについては様々なルートで発展する
ことを期待しているが、実際の事業化に結びつけた事例はこれまでのところは無い。
11 主に一般社団法人健康ビジネス協議会への聞き取り調査（2013年８月７日）に基づく。
12 行政間（新潟市との間）や行政内（各部署間）の連携が不足している。例えば、新潟市が打ち出している「新潟ニューフードバレー構想」と
の連携が見られない。また、各部署に関連する異なる政策やプロジェクト間の有機的な連携が不足している。

表１．知識フローの主体とチャネル

主体
協議会会員企業 非会員企業 行政

文書 有価証券報告書ほか 有価証券報告書ほか ベストプラクティスの選定
口頭 部会活動

うおぬま会議 うおぬま会議 うおぬま会議

電子 メール
製品 部会活動（試食会）
共同

人に体化 人財育成塾 人財育成塾

注：「電子」は電子媒体による情報共有。「共同」は共同研究プロジェクトなど。
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健康ビジネスにおけるイノベーションの実態に関するアンケー
ト調査を行っている。アンケートは、健康ビジネス協議会を通
じて E メールにより配布し、E メール・FAX により回収した（８
月 23 日配布、９月 11 日回収）。配布数：116（うち法人 114、
個人２）、回収数：12 であり、回収率：10.3% であった。主な
調査項目は、プロフィール（業種、売上高、従業員人数、所属
部会）、重視する健康ビジネス協議会の役割、健康ビジネスに
けるイノベーション（プロダクト、プロセス、組織、マーケティ
ング、組織間連携、目的）などである（補論Ｉ）13。
　まずは、重視する健康ビジネス協議会の役割（表２－１）に
ついて見ると、「g. 異業種の企業との交流を通じて新しいビジ
ネスモデルを作る」が最も多く（12 社中８社が挙げており）、

「a. 新しい製品・サービス・技術を共同開発するパートナーを
探す」、「自社の製品・サービスの供給先を探す」、「f. 関係業界
の情報を入手する」、「h. 優れた企業家と交流する」がそれに続
く（７社が挙げている）。したがって、協議会会員は単にビジ

ネスパートナーを探すだけでなく、異業種や企業家との交流を
通じたビジネスの可能性を模索する場としても健康ビジネス協
議会を利用する意識が高いことが分かる。また、協議会を通じ
た情報の発信よりも情報入手に重点を置いている。しかしなが
ら、近年、協議会が力を入れている人材育成に関する項目であ
る「健康ビジネスに関する人材を育成する」は１社のみである。
　次に、過去３年間における健康ビジネスに関するイノベー
ションの実現状況について見ると、プロダクト、プロセス、組
織、マーケティングにおいて、各企業は、いずれか一つないし
は全てのタイプのイノベーションを実現していることが分かる

（表２－２）。また、イノベーションの発現における組織間連携
も実施している。特に興味深いのが、組織革新を実現した企業
１、２、３、７では組織間連携において大学との連携が含まれ
ており、マーケティング・イノベーションも実現している。
　イノベーション活動の目的については、「製品・サービスの
ラインナップの拡充」、「製品・サービスの質の改善」、「新市場

13 アンケート調査結果を読む上で留意すべき点は以下の３点である。第１に、アンケート調査の回収率は、回答負担の重さ（設問内容、配布回
収方法、期間）と調査対象の選定方法やその性格に依存する。協議会を通じて全会員企業を対象に調査を実施しているにも関わらず回収率（協
力率）が低いことは、協議会における休眠会員が多いことを示唆している。
　第２に、自己選択バイアス（健康ビジネスや協議会に対して関心の高い企業が回答する確率が高い）の可能性を考慮に入れる必要性がある。
例えば、調査結果によれば、回答のあった12社のうち７社（約６割）が健康ビジネスにおけるイノベーションを実現していると回答しているが、
協議会の会員企業全体（母集団全体）では、この値はより低くなると考えられる。
　第３に、回答のあった企業群の中には、コア企業３社は含まれていない。コア企業以外の会員企業の中にもクラスター活動に肯定的であり、
イノベーション活動を実現している企業が一定数存在していると考えられる。

表２－１．健康ビジネス協議会メンバーに対するアンケート調査の結果（１）
Ⅰ．プロフィール Ⅱ．健康ビジネス協議会

企
業 業種

部会 重視する健康ビジネス協議会の役割

所属部会 所属
部会数

a. 新 し
い製品・
サ ー ビ
ス・技術
を共同開
発 す る
パ ー ト
ナーを探
す

b. 自 社
の製品・
サ ー ビ
ス・技術
の供給先
を探す

c. 自 社
が必要と
す る 製
品・サー
ビス・技
術の調達
先を探す

d. 健 康
ビジネス
に関する
人材を育
成する

e. 対 外
的な情報
発信を行
う

f. 関係業
界の情報
を入手す
る

g. 異 業
種の企業
との交流
を通じて
新しいビ
ジネスモ
デルを作
る

h. 優 れ
た企業家
と交流す
る

i. 新規事
業の支援
者を探す

j. 事業展
開に必要
な人脈を
作る

k. セ ミ
ナーや研
修で会員
相互に学
習する

l. 地域の
企業との
交流を通
じて地域
の問題を
解決する

m. 特 に
ない

【回答数】

1 建設業 a. 食部会 1 ○ ○ ○ 3

2 食品製造業 c. ものづくり部会 1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10

3 食品製造業 a. 食部会 1 ○ ○ ○ ○ 4

4 その他の製造業 c. ものづくり部会 1 ○ ○ ○ 3

5 情報通信業 b. サービス・交流部会 1 ○ ○ ○ 3

6 食品以外の流通業 a. 食部会 1 ○ ○ ○ 3

7 宿泊業 b. サービス・交流部会 1 ○ ○ ○ ○ ○ 5

8 食品製造業 a. 食部会 1 ○ ○ 2

9 食品製造業 a. 食部会 1 ○ ○ ○ ○ 4

10 食品製造業 a. 食部会 1 ○ ○ ○ ○ ○ 5

11 金融・保険業 a. 食部会, b. サービ
ス・交流部会 2 ○ ○ 2

12 その他 b. サービス・交流部会 1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

7 7 2 1 3 7 8 7 1 4 1 3 0
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参入・シェア拡大」が多い。製品・サービス戦略を基礎として
市場への働きかけを図り、外部組織との連携を通じた企業は、
健康ビジネスに関するイノベーションを実現していることが分
かる。また、県内企業への協力経験は、「情報の提供」が最も
多く（５社）、「技術の提供」と「ビジネスモデルの提案」が続
いている（３社）一方で、全くない企業も 6 社ある。
　調査結果からは以下のような実態が浮き彫りになっている。
すなわち、部会活動は、一部の中小企業による新製品開発の事
例や特徴的な取組の紹介を通じた知識共有に留まっており、新
たなビジネスモデルや新たな市場の創出につながった実績は少
ない。また、会員企業の中には活動に積極的でないスリーピン
グメンバーが多いことも分かる。

4.2 企業の認知的革新の分析
　続いて、健康ビジネス産業クラスター形成下において企業の
認知的革新（組織的知識構造の変化としての組織学習に伴う組

織・戦略革新と技術革新）がどのように起きたかを以下の基本
モデル（図３）に沿って分析する。構成要素の第１は、各企業
の認知的特性である。第２の構成要素である「組織的知識構造
の変化としての組織学習」について、ここでは食料サブクラス
ターのコア企業３社14 を対象に、企業の認知的革新の実態をテ
キストマイニングにより分析する。用いるデータは、「有価証
券報告書」15 に掲載されている文書データ（2004 年３月期～
2012 年３月期決算の９年分）であり、対象テキストは、「対処
すべき課題」において記述されているテキストである。本研究
ではこの対象テキストを経営課題に関する認知的情報とみなし
て分析を進める。第３の構成要素である組織・戦略革新は「企
業目的を基礎とした最適に問題を解決するための連続的・計画
的な探索過程である」（Ansoff, 1965）ため、ここでは共起マッ
プから企業の経営理念と経営戦略の特徴を読みとり、特許取得
状況と照らし合わせながら組織的知識構造の変化が組織革新と
技術革新に与える影響を明らかにする。第４の構成要素は組織・

14 コア企業は、木南ら（2011）において、協議会会員企業のうち食品製造業に属する企業の取引ネットワークの構造分析を通じて抽出した（株）
ブルボン、亀田製菓（株）、岩塚製菓（株）の３社である。以下、それぞれを B 社、K 社、I 社とする。
15 有価証券報告書を用いた分析は、①安定的なコンテクストの下で、企業の組織レベルにおける知識構造の分析、②組織レベルのコミュニケー
ションの分析を行う上でメリットがある（喜田，2007, p.96）。また、喜田（2007, p.82）では表象主義的な方法による組織的知識構造の分析とケー
ススタディによる企業の経営戦略の分析を相互補完的に用いる研究の方向性を提案している。さらに、中小企業は分析対象となりにくいデメリッ
トがある。

表２－２．健康ビジネス協議会メンバーに対するアンケート調査の結果（２）
Ⅲ．健康ビジネスにおけるイノベーション

企
業

７. 健康
ビ ジ ネ
ス

プロダクト・
イノベーション

プロセス・
イノベーション 組織革新 マーケティング・

イノベーション 13．イノベーションの発現における組織間連携

売 上 高
に 占 め
る割合

８．新製品と
新サービスの
市場投入

９．主な技術
開発の主体・
形態

10．生産工程、
配送方法、それ
らの支援活動

11．業務慣行、
職場組織、外部
組織との連携に
関する新しい方
法

12． デ ザ イ ン、
販促媒体・手法、
販売経路、価格
設定に関する新
しい方法

県内 県外 【類型】 14．イノベーション
活動の目的

【
回
答
数
】

15．県内企業の健康
ビジネス・イノベー
ションに対する協力
経験

【
回
答
数
】

1 １割 新 製 品・ 新
サービス 自社開発 生産工程、配送

方法
業務慣行、職場
組織、外部組織
との連携

販促媒体・手法、
販売経路 －

供給業者、顧
客・クライア
ント、大学等、
公的研究機関

垂直連携（川
上・川下）＋
産学官連携

製品・サービスのラ
インナップの拡充、
環境負荷の低減

2 ビジネスモデルの提
案、情報の提供 2

2 ６割 新 製 品・ 新
サービス

自社以外の組
織と協力開発 生産工程 外部組織との連

携

デザイン、販促
媒体・手法、販
売経路、価格設
定

大学等
顧客・クライ
アント、大学
等

垂直連携（川
下）＋産学連携

新市場参入・シェア
拡大、製品・サービ
スの質の改善

2 技術の提供、情報の提
供 2

3 ２割 新 製 品・ 新
サービス 自社開発 － 外部組織との連

携
デザイン、販促
媒体・手法

コンサル・民
間 研 究 機 関、
大学等、公的
研究機関

－ 産学官連携
製品・サービスのラ
インナップの拡充、
新市場参入・シェア
拡大

2 － 0

4 １割 － － 生産工程 － －
供給業者、顧
客・クライア
ント

－ 垂直連携（川
上・川下）

製品・サービスの質
の改善 1 技術の提供 1

5 １割 新サービス 自社開発 － － － － 顧客・クライ
アント

垂直連携（川
下）

原材料費・電力・光
熱費の削減（単位生
産当たり）、環境負荷
の低減

2 － 0

6 １割 新製品 自社以外の組
織と協力開発 生産工程 － 販売経路 供給業者 供給業者 垂直連携（川

上）

製品・サービスの質
の改善、生産調整能
力の改善、生産能力
の拡大

3
技術の提供、技術の共
同開発、販売チャネル
の提供、ビジネスモデ
ルの提案、情報の提供

5

7 １割 新サービス 自社以外の組
織と協力開発 － 外部組織との連

携 販促媒体・手法
グループ企業、
コンサル・民
間 研 究 機 関、
大学等

－ 産学連携
製品・サービスのラ
インナップの拡充、
新市場参入・シェア
拡大

2 ビジネスモデルの提
案、情報の提供 2

8 なし 0 － 0

9 なし 0 － 0

10 なし 0 － 0

11 なし 0 － 0

12 なし 0 情報の提供、その他
（情報の発信） 2

注：網掛け部分は、回答対象外。
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戦略革新と技術革新が経営成果にもたらす効果を分析する。

4.2.1 注目概念の抽出16

　表３は、各企業における相対的重要度概念の上位 15 を並べ
た結果であり、重要概念のうち注目概念は以下のように抽出さ
れている（B 社：開発、健康、研究；K 社：ブランド、利益；
I 社：利益）。
　次に、注目概念の出現・消滅状況を見ることで、各企業にお
ける注目概念の特徴とその変化の傾向を表 4 に示している。B
社について、「開発」は、2004 年は 13 位であったが、2005 年
には１位となり、それ以降も上位を継続している。類似語とし
て、「研究」は、2007 年以降に出現し、商品開発から研究開発
へと R&D の重点が変化している。「健康」は、2010 年に出現し、
類似語である「病」は 2005 年～ 2011 年、「保健」が 2008 年と

2009 年に出現している。「病→保健→健康」へと健康概念の認
知が徐々に変化してきている。K 社については、「ブランド」
は 2005 年に出現し、2006 ～ 2009 年は消滅した後、2010 年と
2011 年に再び出現している。「信頼」は 2005 年のみ出現し、「利
益」は 2007 年以降出現している。そして、I 社については、「環
境」は 2004 年のみ出現し、「利益は」2007 年以降出現している。

4.2.2 共起語の分析17

　一般的に、各テキストにおける中心語（キーワード、ノード）
が、別の特定の語と隣接して現れることを共起（Collocation）
という。ここでは、企業の認知変化とイノベーションとの関係
を知るために「開発」、「ブランド」、「利益」を中心語とした共
起語の分析を行う。表５は、企業の注目概念として、「開発」、「ブ
ランド」、「利益」を中心語として設定し、共起語の変化を整理

図３．企業の認知的革新の基本モデル

16 詳細については補論Ⅱを参照のこと。
17 詳細については補論Ⅱを参照のこと。

表３．各企業の重要概念（上位 15）における注目概念（全期間）

順位
３社累積 B社 K社 I社

単語 重要度 単語 重要度 単語 重要度 単語 重要度
1 株主 3.82 システム 1.867 株主 1.842 株主 1.983
2 買付 3.04 食品 1.336 買付 1.321 買付 1.723
3 規模 2.07 開発 1.328 プラン 1.242 規模 1.239
4 企業 2.03 ISOマネジメント 1.081 取締役 1.114 企業 0.800
5 システム 1.87 商品 1.036 価値 0.936 価値 0.753
6 取締役 1.86 製造 0.792 規模 0.831 取締役 0.729
7 商品 1.85 原材料 0.786 企業 0.780 利益 0.703
8 価値 1.83 病 0.757 ブランド 0.740 低迷 0.687
9 開発 1.61 健康 0.634 方針 0.731 方針 0.682

10 経営 1.45 分析 0.631 利益 0.730 経営 0.663
11 食品 1.45 対策 0.617 経営 0.724 支配 0.566
12 プラン 1.44 研究 0.593 米 0.670 共同 0.540
13 利益 1.43 先 0.584 お客 0.662 見通し 0.531
14 方針 1.43 取得 0.582 さま 0.662 条件 0.531
15 共同 1.15 生産 0.576 年 0.592 株式 0.520
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表４－１．B 社の注目概念の変化
順位 200403 200503 200603 200703 200803 200903 201003 201103 201203

1 ㈱ 開発 開発 システム システム システム システム システム システム
2 食品 製造 システム 開発 開発 開発 食品 開発 ISOマネジメント
3 北日本 食品 製造 国際 食品 食品 開発 ISOマネジメント 開発
4 ブルボン システム 食品 食品 ISOマネジメント ISOマネジメント ISOマネジメント 食品 食品
5 工場 商品 商品 商品 商品 商品 商品 商品 原材料
6 北 取得 管理 ISOマネジメント 対策 対策 対策 健康 商品
7 本社 管理 品質 原材料 病 病 病 原材料 拠点
8 システム ISOマネジメント ISOマネジメント 規格 原材料 原材料 健康 拠点 先
9 取得 病 病 研究 研究 研究 企業 対策 安定

10 済み 分析 分析 製造 分析 分析 原材料 病 展開
11 ISOマネジメント 行動 規格 病 企画 企画 研究 研究 企画
12 商品 規格 ウォーター 分析 製造 領域 づくり 取得 水平
13 開発 品質 ミネラル 企画 軌道 保健 分析 企業 研究
14 済 ㈱ 厚生 領域 領域 用 企画 先 生産
15 製造 ブルボン 労働省 管理 保健 先 体 づくり 企業

表４－２．K 社の注目概念の変化
順位 200403 200503 200603 200703 200803 200903 201003 201103 201203

1 商品 ブランド お客 株主 株主 株主 株主 株主 株主
2 コストダウン 各社 さま 買付 プラン プラン 買付 買付 買付
3 回復 入 外資 お客 取締役 取締役 規模 規模 規模
4 ライフサイクル 分担 参入 さま 買付 買付 プラン プラン プラン
5 加工 信頼 米 プラン 方針 方針 取締役 取締役 取締役
6 使用 現場 成長 規模 独立 独立 利益 年 利益
7 姿勢 店頭 変化 取締役 発動 利益 経営 経営 方針
8 短期 両立 ビジネス 米 委員 発動 方針 利益 経営
9 段階 明確 モデル 利益 価値 経営 価値 方針 価値

10 維持 リーダーシップ 観 政策 開催 年 企業 ブランド 企業
11 課題 役割 業態 価値 社外 委員 ブランド 価値 年
12 現場 優先 減少 方針 利益 百年 企業 企業 コーポレート・ガバナンス
13 店頭 基 人口 ルール 年 万 コーポレート・ガバナンス コーポレート・ガバナンス 共同
14 両立 強固 到来 遵守 コーポレート・ガバナンス 開催 共同 共同 独立
15 届け 保証 模索 月 経営 社外 連結 連結 策

表４－３．B 社の注目概念の変化
順位 200403 200503 200603 200703 200803 200903 201003 201103 201203

1 低迷 懸念 価格 株主 株主 株主 株主 株主 株主
2 悪化 高等 回復 買付 買付 買付 買付 買付 買付
3 予想 高品 圧迫 規模 規模 規模 規模 規模 規模
4 雇用 原油 一方 取締役 取締役 取締役 NEXT 企業 価値
5 見通し 高騰 賃金 企業 条件 条件 企業 利益 利益
6 イン 本格 独自 価値 企業 利益 フェニックス NEXT NEXT
7 的確 質 原油 条件 利益 株式 価値 修正 修正
8 組織 見通し 低迷 利益 株式 支配 利益 価値 企業
9 達成 的確 上昇 株式 支配 価値 修正 取締役 取締役

10 マーケット 組織 注力 支配 価値 皆さま 方針 米 岩塚
11 景気 鮮度 高騰 皆さま 皆さま 企業 経営 方針 方針
12 環境 達成 兆し 方針 方針 NEXT 取締役 共同 共同
13 ムダ 景気 基調 経営 共同 総て 共同 貢献 期
14 進化 円 消費 共同 交渉 技 プラン フェニックス フェニックス
15 変化 ムダ 見通し 交渉 必要 共同 計画 戦略 経営
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した結果である。B 社の中心語は「開発」として設定した。共
起語トップは、期間を通じて「商品」である。2004 年から
2006 年までは「研究」が共起語として出現していたが、2008
年から 2011 年は「技術」が出現している。同社の「開発」に
関する認知は、「商品開発」をベースとしつつも、「研究」から

「技術」開発へと重点が推移している。

　K 社の中心語は「ブランド」として設定した。2005 年から
2006 年までは「信頼」が共起語トップであり、2007 年から
2012 年には「価値」がトップとなっている。また、2008 年か
ら 2012 年までは「株主」と「企業」が出現し続けている。
2009 年から 2011 年にかけては、複数回の共起頻度の概念が増
加し、「強化」、「育成」、「トップ」などの概念が出現しているが、

表５－１．B 社の共起語の変化【中心語：開発】
200403 200503 200603 200703 200803 200903 201003 201103 201203

順位 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値

1 商品 6 3.30 商品 7 2.85 商品 7 2.82 商品 6 3.05 商品 6 2.88 商品 6 2.87 商品 6 2.93 商品 6 2.93 商品 6 2.95

2 カテゴリー 3 4.42 カテゴリー 4 4.16 カテゴリー 4 4.13 当社 4 3.47 及び 4 2.01 及び 4 2.00 新 3 2.93 新 3 3.25 当社 3 3.43

3 取り組む 3 3.42 当社 4 4.16 当社 4 3.39 カテゴリー 2 4.27 新 3 2.88 新 3 2.87 当社 3 2.93 当社 3 3.03 カテゴリー 2 4.17

4 研究 2 4.42 取り組む 3 2.33 取り組む 3 2.49 提案 2 2.95 当社 3 2.68 当社 3 2.67 カテゴリー 2 4.15 カテゴリー 2 4.25 新 2 3.17

5 行う 2 2.83 研究 2 3.74 研究 2 3.13 新 2 2.69 カテゴリー 2 4.10 カテゴリー 2 4.09 軌道 2 3.57 軌道 2 3.67 提案 2 2.58

6 加える 1 4.42 新 2 2.74 新 2 2.71 取り組む 2 2.47 技術 2 3.51 軌道 2 3.50 技術 2 3.57 技術 2 3.67 取り組む 2 2.36

7 喚起 1 4.42 提案 2 2.74 提案 2 2.71 及び 2 1.47 軌道 2 3.10 技術 2 3.50 提案 2 2.57 提案 2 2.67 喚起 1 4.17

8 生かす 1 4.42 喚起 1 3.74 及び 2 1.39 喚起 1 4.27 提案 2 2.78 提案 2 2.50 取り組む 2 1.69 取り組む 2 1.79 材料 1 4.17

9 個別 1 3.42 材料 1 3.74 喚起 1 3.71 材料 1 4.27 取り組む 2 1.78 取り組む 2 1.77 化 2 1.25 化 2 1.08 年間 1 4.17

10 構成 1 3.42 生かす 1 3.74 材料 1 3.71 売上 1 4.27 化 2 1.10 化 2 1.18 喚起 1 4.15 喚起 1 4.25 売上 1 4.17

－ 売上 1 3.74 生かす 1 3.71 包装 1 4.27 材料 1 4.15 材料 1 4.25 包装 1 4.17

－ 包装 1 3.74 売上 1 3.71 売上 1 4.15 売上 1 4.25

－ 包装 1 3.71 包装 1 4.15 包装 1 4.25

中心語 開発 9 開発 14 開発 16 開発 12 開発 14 開発 14 開発 14 開発 14 開発 12

注：色塗りセルは、頻度２以上かつ MI 値＞ 1.58 であり、有意に共起頻度が高い概念である。

表５－２．K 社の共起語の変化【中心語：ブランド】
200403 200503 200603 200703 200803 200903 201003 201103 201203

順位 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値

1 活動 1 5.73 信頼 2 3.39 信頼 2 3.39 価値 2 3.93 価値 4 5.47 価値 4 3.99 価値 4 3.32 価値 4 3.30 価値 4 4.89

2 促進 1 5.73 活動 1 3.39 活動 1 3.39 設立 1 6.74 企業 2 4.63 強化 3 4.58 強化 3 4.13 トップ 3 5.62 株主 2 3.33

3 向上 1 4.73 当 1 2.39 当 1 2.39 及び 1 4.74 株主 2 3.76 主力 2 5.16 トップ 2 5.72 育成 3 5.62 企業 2 3.89

4 価値 1 4.14 グループ 1 1.81 グループ 1 1.81 存続 1 4.74 企業 2 3.08 育成 2 5.72 ハッピーターン 2 6.62 画す 1 7.28

5 価値 1 1.81 価値 1 1.81 グループ 1 3.57 株主 2 2.21 軸 2 5.72 軸 2 5.62 核 1 7.28

6 向上 1 1.81 向上 1 1.81 企業 1 3.42 トップ 1 6.16 企業 2 2.26 強化 2 3.30

7 株主 1 2.15 育成 1 6.16 株主 2 1.76 企業 2 2.30

8 軸 1 6.16 屋 1 5.72 株主 2 1.66

9 化 1 3.84 手塩 1 5.72 種 1 5.62

10 特に 1 4.72 大きい 1 5.62

中心語 ブランド 1 ブランド 3 ブランド 3 ブランド 3 ブランド 2 ブランド 7 ブランド 10 ブランド 11 ブランド 3

注：表５－１に同じ。

表５－３．I 社の共起語の変化【中心語：利益】
200403 200503 200603 200703 200803 200903 201003 201103 201203

順位 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値 概念 頻度 MI値

1 共同 6 5.12 共同 6 5.10 共同 6 5.24 共同 8 5.12 共同 8 5.16 共同 8 5.06

2 株主 6 3.46 株主 6 3.43 株主 6 3.57 株主 8 3.80 株主 8 3.84 株主 8 3.73

3 資 2 5.12 資 2 5.10 資 2 5.24 最大 1 5.12 最大 1 5.16 最大 1 5.06

4 明白 2 5.12 明白 2 5.10 明白 2 5.24 資 1 5.12 資 1 5.16 資 1 5.06

5 反する 1 5.12 反する 1 5.10 反する 1 5.24 損なう 1 5.12 損なう 1 5.16 損なう 1 5.06

6 中長期 1 4.12 中長期 1 4.10 中長期 1 3.65 反する 1 5.12 反する 1 5.16 反する 1 5.06

7 的 1 2.53 的 1 2.29 的 1 2.65 明白 1 5.12 明白 1 5.16 明白 1 5.06

8 大 1 1.53 大 1 1.51 大 1 1.65 毀損 1 5.12 毀損 1 5.16 毀損 1 5.06

9 中長期 1 4.12 中長期 1 4.16 中長期 1 4.06

10 化 1 2.80 化 1 2.57 化 1 2.73

－ 的 1 2.80 確保 1 2.57 的 1 2.73

中心語 利益 0 利益 0 利益 0 利益 6 利益 6 利益 6 利益 8 利益 8 利益 8

注：表５－１に同じ。
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2012 年には消滅している。同社の「ブランド」に関する認知は、
「信頼」から「価値」へと重点が推移すると同時に、株主を明
確に意識した企業ブランドの構築の方向へと変化していること
が分かる。
　I 社の中心語は「利益」として設定した。「利益」は 2007 年
より出現し、同時に、「株主」、「共同」の概念が出現し続けて
いる。同社の「利益」に関する認知は、「株主」を意識したも
のであり続けている。

4.2.3 組織・戦略革新－経営課題に対する企業の認知的特徴－
　以下は各企業の経営課題に対する認知的特徴を共起マップ18

から読み取り、企業の経営戦略の標準型に沿って整理したもの
を表６にまとめている。
　まず経営理念について、B 社は消費者のライフスタイルの変
化に対応し、心と体の健康づくりに寄与するであり、K 社は株
主の意向を反映し、ブランド価値の向上を通じて経常利益を確
保するためのコポレート・ガバナンスの仕組みを構築するので
ある。I 社はお客様の笑顔と株主の共同利益のため、ステーク
ホルダーの信頼関係を構築するのである。
　また経営ビジョンについて、B 社は資源・エネルギー制約の
下で、省エネ技術を駆使しながらグローバルな視野で安定的な
原材料の調達を実現すること、K 社は国内における新規の米菓
市場を創出すると同時に、海外マーケットの展開を加速させる
こと、I 社は国内市場を進化させると同時に成長戦略の一端と
してグローバルな展開を図ることである。
　さらにそれぞれが有しているコア・コンピタンスとして、B
社は特定保健用食品の開発（食品の栄養機能に着目する）、K

社は米菓の健康機能を着目する商品開発、I 社は技術の伝承と
革新を通じて商品の多様化である。
　従って、これらの企業は外部環境の変化に対して異なる経営
戦略を有しており、ミッションの明確化、企業者のネットワー
クの活用、コミュニティからのサポートなどの点において、リー
ダー企業としての側面が窺がわれる。

4.2.4 技術革新の実態－特許の技術分野と形態－
　表７はコア企業３社の特許出願における技術分野と出願形態
を整理したものである。まず出願ベースで見ると、B 社と K
社は「食料品」分野のみではなく、「医薬品」分野でも出願が
一定の割合を占めている。そして、出願形態については、B 社
と K 社は組織連携による出願が一定割合を占めていることが
分かる。一方、登録ベースを見た場合は、K 社の特許件数が最
も多い（30 件）。また、技術分野については、「医薬品」分野
での特許取得が K 社のみとなる。さらに、産学連携による特
許登録があるのは K 社のみとなっている。
　したがって、知識ベース・アプローチに従えば、３社とも既
存の知識の応用や結合を要する統合的な知識ベース産業に属し
ているものの、B 社と K 社は高度な知識・技術を要する分析
的な知識ベース産業に転換しつつある。研究開発体制において
は、B 社は食品の栄養機能に着目する商品開発を行っているが、
国内の大学との共同出願による連携を行っている。K 社は米菓
の健康機能に着目して地元の大学と共同出願による商品開発を
行っている。しかし、I 社は技術の伝承と革新およびグローバ
ルな市場展開を図る一方で大学や研究機関との連携による特許
出願が少なく、海外市場からも撤退している19。しかし、特許

18 詳細は補論Ⅱを参照のこと。
19 I 社は中国市場からは直接撤退したものの、台湾資本の食品企業（上海に拠点を置く旺旺企業集団（ワンワングループ））との技術提携を通じて、
中国国内の市場開拓を行っている。企業 I（岩塚製菓）の技術提携は、自社の「暗黙知」としての技術を重視した戦略としてみなすこともできる。

表６．企業の経営課題に対する認知的特徴（経営戦略に基づく整理）

B 社 K社 I社
経営理念 消費者のライフスタイルの変化に

対応し、心と体の健康づくりに寄
与する。

株主の皆様の意向を反映し、ブラ
ンド価値の向上を通じて経常利益
を確保するためのコポレート・ガ
バナンスの仕組みを構築する。

お客様の笑顔と株主の共同利益の
ため、ステークホルダーの信頼関
係の構築に寄与する。

経営ビジョン 資源・エネルギー制約の下で、省
エネ技術を駆使しながらグローバ
ルな視野で安定的な原材料の調達
を実現する。

国内における新規の米菓市場を創
出すると同時に、海外マーケット
の展開を加速させる。

国内市場を進化させると同時に成
長戦略の一端としてグローバルな
展開を図る。

コア・コンピタンス 特定保健用食品の開発（食品の栄
養機能に着目する）

米菓の健康機能を着目する商品開
発

技術の伝承と革新を通じて商品の
多様化

ミッション ①品質・効率の改善（マーケティ
ングの構築、内部統制の強化、環
境マネジメント、ＩＳＯシステム
の導入を通じて）
②提案型商品開発・営業活動
③人材育成（研修を通じてセキュ
リティーの強化を図る。→企業倫
理を高めることによって個人情報・
企業機密の漏洩を防ぐ）

①ブランド力の向上・品質の保証
②財務基盤の強化・収益の改善（敵
対買収、独立した外部専門委員会
の設置）
③研究開発・人的資源管理の強化

（R&D センターの設立）

①安全・安心な品質
②地域連携・社会貢献
③企業（岩塚）ブランドの構築
④工場・子会社の設立

事業戦略 取引先の水平的展開 産官学連携 中国市場からの撤退
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登録率（登録 / 出願件数）は 100％であり、独自の技術を有し
ている可能性が高い。

4.2.5 経営成果の動向－特許出願・登録件数、売上高経常利益
率と共起語の関係－
　図４は特許出願・登録件数と売上高経常利益率とそれらに関
連する概念である「開発」、「研究」、「人材」の認知的重要度と
の関係性を示している。B 社は、出願件数と「研究」「人材」
の認知的重要度は負の相関関係にあるが、登録件数とは正の相
関を有している（出願件数と登録件数は一定のタイムラグがあ
る）。2000 年以降続いた低業績期から 2008 年に業績が上向く
以前に、「研究」や「人材」に関する概念の認知的重要度が高
まるにつれて特許登録件数も増えている。従って、企業の業績
に先行して、組織的認知革新が生じていることが推察される。
K 社は「開発」、「研究」、「人材」の認知的重要度と出願・登録
件数との相関関係は見られないが、特許出願・登録件数が最も
落ち込んだ 2007 年以降に、「開発」や「研究」に関する概念の
認知的重要度が高まっている（組織的知識構造も変化してい
る）。また、2000 年以降は好業績に転じており、イノベーショ
ンに成功していると考えられる。I 社は「開発」、「研究」、「人材」
の認知的重要度と出願・登録件数との相関関係は見られない一
方で、認知的重要度も「人材」が 2005 年、「開発」が 2006 年
に急低下している。また、増減を繰り返しながらも、売上高経
常利益率は一定の高さを維持しているため、認知革新につなが
るような組織的知識構造の変化が生まれにくいと考える。
　以上の結果を踏まえて、３社のそれぞれの組織的知識構造の
変化とイノベーションとの関係モデルは以下のように描ける

（図５）。すなわち、B 社と K 社は外部環境の変化に対して組
織学習を通じて知識構造を転換し、新たな戦略が生まれている。
その結果、技術革新を伴う組織革新によって経営のパフォーマ
ンスを向上させている。ただし、K 社は組織環境の変化への解
釈とする組織学習を通じて知識構造の変化を引き起こす能力が
若干弱い。一方、I 社は外部環境の変化に対して素早く戦略の
変更を行っているが、短期的、漸進的な技術革新のみで組織学
習を通じての認知革新が見られない。そのため、経営成果を組
織学習に反映させ、組織革新を引き起こすモデルへの転換が求
められる。

５．結論

　以上の分析結果から導かれる政策的含意は以下の通りであ
る。すなわち、地域ノベーション戦略は地域の社会経済的・文
化的背景と地域産業（企業）の特徴を踏まえた上で描くことが
必要である。また、知識創造モデルが示したように、企業間（産
業間）の認知的距離がイノベーションの創出に大きな影響を与
えるため、組織的知識構造の変化としての組織学習を促すよう
な政策立案が必要である。さらに、協調優位を実現するための
地域イノベーションシステムを構築する必要がある。
　すなわち、地域イノベーションシステムの構成主体として市
民・ＮＰＯ（Ｐ）、企業（Ｃ）、大学・研究機関（ＵＲ）、地方
政府（ＬＧ）があり、これらの構成主体が協調優位を実現する
ためには相互に作用し合い、有効に機能することである。つま
り、複雑な問題を解決するために主体の多様性や多元性を認め
つつ、個々の主体の能力と連携を促し、多層的なネットワーク

表７．特許の技術分野と形態� 単位：件数，（%）

分類
出願ベース 登録ベース

B 社 K 社 I 社 B 社 K 社 I 社

技術分類
（筆頭 IPC）

1 農水産 1 (2.6) 2 (3.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
2 食料品 20 (51.3) 49 (74.2) 6 (100.0) 9 (75.0) 23 (76.7) 6 (100.0)
3 個人・家庭用品 0 (0.0) 2 (3.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (3.3) 0 (0.0)
5 医薬品 6 (15.4) 5 (7.6) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (3.3) 0 (0.0)
11 包装、容器、貯蔵、重機 11 (28.2) 2 (3.0) 0 (0.0) 3 (25.0) 2 (6.7) 0 (0.0)
12 無機化学、肥料 0 (0.0) 1 (1.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
13 有機化学、農薬 1 (2.6) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
14 高分子 0 (0.0) 1 (1.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)
16 バイオ、ビール、酒類、糖工業 0 (0.0) 2 (3.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (6.7) 0 (0.0)
27 測定・光学・写真・複写機 0 (0.0) 2 (3.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (3.3) 0 (0.0)

出願人形態

単独 29 (74.4) 53 (80.3) 6 (100.0) 10 (83.3) 24 (80.0) 6 (100.0)
産学連携 2 (5.1) 5 (7.6) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (3.3) 0 (0.0)
企業間連携 5 (12.8) 8 (12.1) 0 (0.0) 2 (16.7) 5 (16.7) 0 (0.0)
産学・企業間連携 3 (7.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

計 39 (100.0) 66 (100.0) 6 (100.0) 12 (100.0) 30 (100.0) 6 (100.0)

出所：IPDL 特許電子図書館【公開特許公報（公開、公表、再公表）】
　　　（URL アドレス URL：http://www2.ipdl.inpit.go.jp/begin/be_logoff.cgi?sTime=1378347074）
　　　検索方法：「出願人」に当該企業名を入力し、特許を抽出。
　　　最終アクセス日：2013 年９月５日（前回アクセス 2013 年６月 10 日）
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図４－１．B 社の認知的変化とイノベーションの関係

図４－２．K 社の認知的変化とイノベーションの関係

図４－３．I 社の認知的変化とイノベーションの関係
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を構築するための制度設計を行うことである。
　今後の研究課題としては以下の点を挙げることができる。ま
ずは、企業の認知的特性や認知的変化とイノベーションの関係
について、コア企業に対する聞き取り調査を通じて明らかにす
る。またクラスター内・外における主体の認知的変化の比較を
通じてクラスター効果の評価を試みる。さらに、イノベーショ
ンに成功あるいは失敗した個別の事例に対する丹念な分析の積
み上げによって、地域イノベーション戦略の課題を明らかにす
る。
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Summary
In Japan, it has been undergone a rapid aging and falling birthrates of the society, and issues for solving the problems 

of health and improving the quality of life in the society have become diversified and complicated. At the same time, for 
realizing a sustainable regional development, the issue of innovation creation has become urgent along with the proceeding 
of globalization and tightening of environment and resource constraint. 

The purpose of this study is to clarify the policy issues for regional innovation by analyzing the “health-related industry 
clustering” which has entered the phase of growth in Niigata Prefecture, Japan. More specifically, it will construct a 
theoretical model for explaining the mechanism of knowledge creation through interaction between diversified entities based 
on the principle of collaborative advantage. Additionally, it will clarify the situation of “health-related industry clustering” 
based on interview survey to the intermediate organization of the cluster, and clarify the impacts of spatiality of knowledge 
flow on the regional innovation system based on questionnaire survey targeting to the members of cluster. Moreover, it will 
identify the relationship between cognitive distance of inter-firms and innovation creation based on the analysis of annual 
security reports of three leading companies in the cluster. Finally, it will draw policy implications on strategy for regional 
innovation creation based on the analytical results.

Bull.Facul.Agric.Niigata Univ., 67(1):1-26, 2014
Key words : Regional innovation; Health related industrial clustering; Cognitive distance; Knowledge flow
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補論 II

目次
　１．注目概念の抽出
　２．共起語の評価
　３．共起マップの作成

１．注目概念の抽出
　本節では企業の経営課題に関する認知度における注目概念の抽出を行う。分析の手順は以下のとおりである。まず①テキスト文
字のデータセットを作成し、②単語の相対的重要度の評価を行う。次に、③データクリーニングを実施した上で、④集計結果の整
理を行う。重みづけの方法と集計結果は以下の通りである。

１）手順
①テキスト文字のデータセット作成
②単語の相対的重要度の評価（補表１）
③データクリーニング（補表２）
④集計結果の整理
　＊ここでは、データクリーニングを重要度の評価後に実施している。

２）重みづけの方法（石田 , 2008, pp.51-82; 金 , 2009, pp.51-62）
　ここでは、単語の相対的重要度を企業間・時系列間で比較するために正規化 TF-IDF 値を算出する。TF-IDF（Term Frequency（局
所的重み） – Inverted Document Frequency（大域的重み））法は、少数テキストにおいて高頻度で発生する単語に重みを置く方
法であり、相対的な重要度を評価することができる。TF-IDF 値は次式によって求めることができる。ここでは対数の底には２を
用いた。

　TF-IDF（w,d） = TF（w,d）× IDF（w）
　　　　　= TF（w,d）×（1 + log （D/ DF（w）））・・・（1）

　ここで、w：「単語」
　　　　d：「文書」
　　　　TF（w）：文書 d における単語 w の「出現頻度数」
　　　　DF（w）：１回以上出現した「文書数」
　　　　D：テキスト群の「全文書数」

　さらに、各文書ベクトルの長さが１となるように調整する（正規化）。ここで用いるコサイン正規化は、各文書のベクトルのノ
ルムを計算し、文書 d の各語の頻度をノルムで除したものである。ノルムはベクトルの大きさを表し、次式で計算される。

　　　norm（d）=（∑（TF × IDF）2）（1/2） ・・・（2）

　ここで、TF-IDF 値を norm で割ると、正規化後の相対的重要度が得られる。

　　正規化 TF-IDF 値 = TF-IDF（w,d） / norm・・・（3）

　正規化 TF-IDF 値を用いることで、単語の相対的重要度の時系列・企業間比較が可能となる。

　相対的重要度を評価した結果のうち上位 300 概念を参考表１に示した。このうち、イノベーションと関係が深いと考えられる概
念を抽出し、注目概念として設定（表中の色塗り概念）した。

２．共起語の評価
１）分析手順
①中心語の特定
②共起語と頻度・統計情報量の算出（スパンは中心語の前後３と設定）
③クリーニング（名詞・動詞・形容詞以外を削除）および有意な共起語の条件設定（頻度２以上、MI 値 >1.58）
④集計（共起頻度上位 10 語、同順位の場合はＭＩ値が高い順に並び替えて、各年ごとに抽出）
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補表１．重要度順の概念一覧（1021 概念のうち上位 1-300）
1-100 101-200 201-300

順位 単語 重要度 B社 K社 I社 順位 単語 重要度 B社 K社 I社 順位 単語 重要度 B社 K社 I社
1 株主 2.03 0.45 0.78 0.80 101 拡大 1.44 0.00 1.24 0.20 201 策定 0.33 0.33 0.00 0.00
2 買付 1.85 1.04 0.43 0.38 102 コーポレート・ガバナンス 1.43 0.00 0.73 0.70 202 ライン 0.33 0.33 0.00 0.00
3 規模 1.83 0.14 0.94 0.75 103 景気 1.08 1.08 0.00 0.00 203 主力 0.33 0.33 0.00 0.00
4 企業 1.45 0.07 0.72 0.66 104 時間 1.05 0.00 0.67 0.38 204 菓業 0.33 0.33 0.00 0.00
5 システム 1.15 0.10 0.50 0.54 105 信頼 0.91 0.00 0.35 0.57 205 界 0.33 0.31 0.00 0.02
6 取締役 1.00 0.40 0.45 0.15 106 目的 0.82 0.63 0.18 0.00 206 新た 0.33 0.00 0.14 0.19
7 商品 0.97 0.55 0.24 0.18 107 社外 0.81 0.79 0.00 0.02 207 サービス 0.33 0.33 0.00 0.00
8 価値 0.89 0.37 0.19 0.33 108 組織 0.81 0.00 0.74 0.07 208 施策 0.33 0.33 0.00 0.00
9 開発 1.86 0.02 1.11 0.73 109 グローバル 0.77 0.00 0.25 0.52 209 考え方 0.32 0.31 0.01 0.00

10 経営 0.81 0.12 0.33 0.36 110 状況 0.76 0.76 0.00 0.00 210 優先 0.32 0.00 0.00 0.32
11 食品 1.61 1.33 0.04 0.24 111 海外 0.69 0.00 0.00 0.69 211 家 0.32 0.00 0.12 0.20
12 プラン 0.78 0.28 0.11 0.39 112 原油 0.67 0.58 0.00 0.09 212 品 0.32 0.26 0.00 0.06
13 利益 0.70 0.22 0.21 0.27 113 発動 0.66 0.51 0.15 0.00 213 構成 0.32 0.00 0.06 0.26
14 方針 0.73 0.13 0.25 0.35 114 志向 0.66 0.00 0.66 0.00 214 仕組み 0.32 0.26 0.06 0.00
15 共同 0.67 0.24 0.28 0.16 115 年度 0.66 0.00 0.66 0.00 215 定時 0.32 0.00 0.00 0.32
16 ＩＳＯマネジメント 0.73 0.11 0.23 0.38 116 スピード 0.64 0.00 0.11 0.53 216 中心 0.32 0.16 0.00 0.16
17 米 0.72 0.42 0.14 0.16 117 販売 0.64 0.00 0.59 0.05 217 検討 0.32 0.13 0.00 0.19
18 原材料 1.02 0.79 0.16 0.08 118 財務 0.64 0.00 0.19 0.45 218 基盤 0.32 0.30 0.00 0.02
19 グループ 0.88 0.58 0.07 0.24 119 認証 0.63 0.59 0.04 0.00 219 国内 0.32 0.22 0.00 0.10
20 品質 1.43 0.02 0.73 0.68 120 NEXT 0.63 0.63 0.00 0.00 220 次 0.32 0.00 0.32 0.00
21 支配 0.80 0.38 0.06 0.36 121 意思 0.63 0.58 0.04 0.00 221 使命 0.32 0.00 0.32 0.00
22 提案 0.65 0.34 0.09 0.22 122 客観 0.62 0.00 0.22 0.41 222 シェア 0.32 0.00 0.32 0.00
23 生産 0.69 0.34 0.06 0.29 123 期間 0.62 0.00 0.10 0.51 223 悪化 0.32 0.27 0.04 0.00
24 健康 0.62 0.39 0.13 0.10 124 食生活 0.57 0.34 0.22 0.00 224 株式会社 0.32 0.32 0.00 0.00
25 製造 0.61 0.28 0.07 0.26 125 維持 0.56 0.00 0.41 0.16 225 連結 0.32 0.32 0.00 0.00
26 計画 0.54 0.13 0.14 0.26 126 円 0.56 0.00 0.03 0.53 226 要望 0.32 0.24 0.08 0.00
27 ブランド 1.45 1.34 0.06 0.06 127 カテゴリー 0.55 0.00 0.13 0.43 227 措置 0.31 0.31 0.00 0.00
28 消費 0.54 0.25 0.10 0.19 128 防止 0.55 0.00 0.55 0.00 228 官 0.31 0.00 0.13 0.18
29 環境 .68 0.04 0.29 0.35 129 ステーク 0.55 0.39 0.16 0.00 229 収益 0.31 0.00 0.00 0.31
30 株式 0.47 0.13 0.15 0.18 130 ホルダー 0.55 0.27 0.27 0.00 230 最終 0.31 0.00 0.00 0.31
31 病 0.55 0.31 0.07 0.16 131 日 0.54 0.54 0.00 0.00 231 イン 0.31 0.29 0.02 0.00
32 取り組み 0.47 0.19 0.10 0.18 132 案 0.54 0.00 0.15 0.38 232 統制 0.31 0.00 0.06 0.25
33 管理 0.49 0.08 0.16 0.25 133 代替 0.53 0.00 0.42 0.11 233 ブルボン 0.31 0.00 0.31 0.00
34 市場 0.58 0.36 0.05 0.17 134 高騰 0.53 0.00 0.33 0.20 234 外部 0.31 0.00 0.28 0.03
35 皆様 0.74 0.36 0.35 0.02 135 マーケット 0.52 0.00 0.42 0.10 235 不適切 0.31 0.00 0.31 0.00
36 情報 0.51 0.23 0.23 0.05 136 徹底 0.52 0.41 0.00 0.11 236 一部 0.31 0.00 0.31 0.00
37 年 0.54 0.09 0.36 0.08 137 提供 0.51 0.00 0.33 0.18 237 導入 0.30 0.00 0.30 0.00
38 変化 0.48 0.19 0.22 0.07 138 効率 0.50 0.21 0.00 0.29 238 その他 0.30 0.12 0.18 0.00
39 ニーズ 0.40 0.18 0.09 0.13 139 雇用 0.50 0.50 0.00 0.00 239 業界 0.30 0.00 0.09 0.22
40 低迷 0.72 0.04 0.59 0.08 140 付加 0.49 0.00 0.04 0.45 240 起点 0.30 0.00 0.26 0.04
41 お客様 0.47 0.23 0.21 0.04 141 領域 0.49 0.49 0.00 0.00 241 懸念 0.30 0.00 0.30 0.00
42 安全 0.39 0.09 0.09 0.20 142 低減 0.48 0.48 0.00 0.00 242 高等 0.30 0.00 0.00 0.30
43 先 0.73 0.54 0.02 0.17 143 当該 0.48 0.00 0.16 0.32 243 高品 0.30 0.00 0.00 0.30
44 活動 0.53 0.40 0.08 0.05 144 交渉 0.48 0.00 0.00 0.48 244 政策 0.30 0.00 0.14 0.16
45 お客 0.52 0.36 0.03 0.13 145 省エネルギー 0.48 0.00 0.48 0.00 245 以下 0.30 0.00 0.30 0.00
46 さま 0.35 0.15 0.12 0.08 146 改革 0.47 0.00 0.36 0.11 246 中長期 0.30 0.25 0.04 0.00
47 構築 0.40 0.07 0.25 0.08 147 機能 0.47 0.47 0.00 0.00 247 否 0.29 0.00 0.29 0.00
48 対策 0.36 0.19 0.09 0.08 148 技術 0.46 0.00 0.46 0.00 248 経済 0.29 0.29 0.00 0.00
49 見通し 0.55 0.43 0.09 0.04 149 監査 0.46 0.00 0.12 0.34 249 材料 0.29 0.00 0.15 0.14
50 独立 0.43 0.31 0.05 0.07 150 ルール 0.46 0.00 0.13 0.33 250 権 0.29 0.00 0.13 0.16
51 回復 0.33 0.07 0.11 0.15 151 ㈱ 0.45 0.00 0.22 0.24 251 要請 0.29 0.00 0.00 0.29
52 研究 0.52 0.05 0.43 0.04 152 場合 0.44 0.00 0.28 0.16 252 質 0.29 0.26 0.03 0.00
53 分析 0.34 0.17 0.14 0.04 153 づくり 0.44 0.00 0.44 0.00 253 構造 0.29 0.29 0.00 0.00
54 取得 0.38 0.25 0.03 0.10 154 本格 0.43 0.00 0.00 0.43 254 リスク 0.29 0.00 0.14 0.15
55 創造 0.48 0.02 0.30 0.16 155 修正 0.43 0.00 0.29 0.14 255 支援 0.29 0.00 0.08 0.20
56 必要 0.34 0.14 0.17 0.03 156 全体 0.43 0.14 0.29 0.00 256 衛生 0.29 0.25 0.00 0.03
57 的確 0.30 0.04 0.12 0.14 157 特定 0.43 0.00 0.00 0.43 257 百 0.28 0.00 0.09 0.19
58 個人 0.32 0.10 0.18 0.04 158 マーケティング 0.43 0.00 0.43 0.00 258 万 0.28 0.00 0.16 0.12
59 需要 0.51 0.11 0.02 0.38 159 競争 0.42 0.38 0.04 0.00 259 法 0.28 0.00 0.28 0.00
60 保証 0.31 0.12 0.15 0.04 160 型 0.42 0.00 0.28 0.14 260 関係 0.28 0.00 0.00 0.28
61 買収 0.37 0.27 0.06 0.04 161 指針 0.41 0.00 0.21 0.20 261 投資 0.28 0.00 0.00 0.28
62 条件 0.35 0.05 0.25 0.04 162 予想 0.41 0.41 0.00 0.00 262 合理 0.28 0.00 0.00 0.28
63 価格 0.49 0.09 0.02 0.39 163 廃止 0.41 0.00 0.00 0.41 263 反映 0.28 0.00 0.26 0.02
64 展開 0.37 0.24 0.10 0.02 164 役 0.41 0.00 0.25 0.16 264 連携 0.28 0.00 0.03 0.24
65 課題 0.28 0.06 0.17 0.06 165 原価 0.41 0.00 0.41 0.00 265 研修 0.27 0.15 0.00 0.13
66 力 0.51 0.07 0.02 0.42 166 苦情 0.41 0.00 0.41 0.00 266 実現 0.27 0.00 0.10 0.18
67 取引 0.41 0.28 0.12 0.02 167 対抗 0.40 0.00 0.40 0.00 267 はじめ 0.27 0.07 0.00 0.20
68 継続 0.28 0.09 0.04 0.15 168 機密 0.40 0.00 0.22 0.18 268 創出 0.27 0.27 0.00 0.00
69 企画 0.25 0.05 0.11 0.10 169 規範 0.40 0.40 0.00 0.00 269 存続 0.27 0.22 0.05 0.00
70 社会 0.39 0.04 0.32 0.03 170 個別 0.40 0.00 0.15 0.25 270 主 0.27 0.27 0.00 0.00
71 育成 0.42 0.10 0.02 0.30 171 売場 0.40 0.00 0.15 0.25 271 評価 0.26 0.24 0.00 0.02
72 今後 0.25 0.04 0.09 0.12 172 倫理 0.39 0.00 0.13 0.26 272 内容 0.26 0.00 0.26 0.00
73 安心 0.32 0.02 0.12 0.18 173 栄養 0.39 0.00 0.13 0.26 273 セキュリティー 0.26 0.00 0.26 0.00
74 総会 0.27 0.13 0.11 0.03 174 予防 0.39 0.00 0.02 0.37 274 先端 0.26 0.00 0.11 0.15
75 決定 0.25 0.14 0.06 0.05 175 軌道 0.39 0.00 0.15 0.25 275 小売 0.26 0.00 0.26 0.00
76 製品 0.24 0.04 0.12 0.08 176 鮮度 0.39 0.38 0.02 0.00 276 遵守 0.26 0.00 0.19 0.07
77 委員 0.28 0.11 0.14 0.02 177 保健 0.38 0.00 0.03 0.35 277 明白 0.26 0.00 0.26 0.00
78 策 0.26 0.17 0.04 0.06 178 用 0.38 0.38 0.00 0.00 278 社員 0.26 0.24 0.01 0.00
79 営業 0.23 0.11 0.08 0.04 179 日本 0.37 0.35 0.02 0.00 279 尊重 0.25 0.23 0.00 0.02
80 安定 0.38 0.31 0.02 0.05 180 設備 0.37 0.00 0.18 0.19 280 株券 0.25 0.00 0.20 0.05
81 食 0.25 0.16 0.03 0.06 181 皆さま 0.37 0.00 0.02 0.35 281 新規 0.25 0.00 0.25 0.00
82 戦略 0.32 0.08 0.02 0.22 182 基調 0.37 0.37 0.00 0.00 282 決議 0.25 0.14 0.00 0.11
83 ムダ 0.32 0.21 0.09 0.01 183 別 0.36 0.12 0.24 0.00 283 具体 0.25 0.09 0.17 0.00
84 コストダウン 0.19 0.07 0.05 0.07 184 上 0.36 0.00 0.28 0.08 284 世界 0.25 0.25 0.00 0.00
85 人材 0.28 0.10 0.16 0.01 185 内部 0.36 0.36 0.00 0.00 285 設置 0.25 0.25 0.00 0.00
86 規格 0.31 0.25 0.05 0.02 186 ライフスタイル 0.36 0.00 0.21 0.15 286 省 0.25 0.00 0.22 0.03
87 排除 0.24 0.02 0.17 0.05 187 フェニックス 0.35 0.26 0.09 0.00 287 承認 0.25 0.00 0.09 0.16
88 達成 0.30 0.13 0.01 0.16 188 心 0.35 0.00 0.15 0.20 288 リサイクル 0.25 0.10 0.00 0.15
89 中 0.18 0.04 0.05 0.08 189 コンプライアンス 0.35 0.00 0.00 0.35 289 廃棄 0.25 0.00 0.12 0.12
90 水平 0.23 0.15 0.07 0.02 190 主義 0.35 0.27 0.08 0.00 290 物 0.25 0.00 0.18 0.07
91 行動 0.65 0.62 0.01 0.02 191 開拓 0.34 0.25 0.09 0.00 291 高齢 0.25 0.11 0.13 0.00
92 改善 0.20 0.07 0.01 0.12 192 貢献 0.34 0.00 0.14 0.19 292 圧迫 0.24 0.13 0.11 0.00
93 期 0.14 0.02 0.03 0.09 193 予測 0.34 0.00 0.34 0.00 293 一方 0.24 0.04 0.20 0.00
94 進化 0.31 0.28 0.01 0.02 194 現場 0.34 0.00 0.34 0.00 294 賃金 0.24 0.16 0.08 0.00
95 開催 0.14 0.10 0.01 0.02 195 店頭 0.33 0.31 0.02 0.00 295 独自 0.24 0.10 0.14 0.00
96 成長 0.16 0.13 0.01 0.02 196 両立 0.33 0.33 0.00 0.00 296 最大 0.24 0.24 0.00 0.00
97 防衛 3.82 0.00 1.84 1.98 197 拠点 0.33 0.00 0.33 0.00 297 専門 0.24 0.24 0.00 0.00
98 流通 3.04 0.00 1.32 1.72 198 チャネル 0.33 0.33 0.00 0.00 298 資源 0.24 0.24 0.00 0.00
99 確立 2.07 0.00 0.83 1.24 199 夏季 0.33 0.33 0.00 0.00 299 充足 0.24 0.14 0.10 0.00
100 国際 1.87 1.87 0.00 0.00 200 コスト 0.33 0.33 0.00 0.00 300 要件 0.24 0.00 0.00 0.24
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２）共起の評価の方法（石田 2008, pp.51-82; 金 2009, pp.51-62）
　各テキストにおける中心語（キーワード、ノード）が、別の特定の語と隣接して現れることを共起（Collocation）と言う。テキ
スト中においてランダムに語が並んでいる場合には、中心語と共起する語はすべて同じになる（すべての語の共起頻度が同じとな
る）。中心語からどの程度離れている形態素を範囲とする指標をスパン（span）と言う。
　タームの共起関係の有無を調べる指標として「T 値」と「MI 値（相互情報量：Mutual Information）」の２つがある。以下で説
明するように、T 値のほうがバランスがよい指標であるとされる。

① T 値
　T 値は統計解析において平均値の差の検定を行う場合に使用される指標（母集団の分布が正規分布に従うと仮定しているが、テ
キストは文法や書き手の意図に制約されており、正規分布でない場合が多い）。コーパス言語学20 ではタームの共起関係の有無を
調べる指標として用いられることが多い。
　T 値は以下の式で定義される。一般的に T 値 >1.65 の時、有意に共起頻度が高いとされる。

　T 値 = （実測値　－　期待値）／実測値の平方根

② MI 値
　MI 値は、情報科学において相互情報量を表す指標として用いられており、ある記号が出現することが、別の特定の記号の出現
を予測させる度合いを意味する。コーパス言語学においては二つのタームの独立性を測る指標として用いられている。この指標が
大きい場合は、二つのタームが独立ではなく、中心語とその語が共起語として表れる可能性が高いことを意味する。
　MI 値は以下の式で定義される。なお、対数の底は 2 が用いられる。一般的に MI 値 >1.58 の時、有意に共起頻度が高いとされる。

　MI 値　= log（共起回数／共起語の期待値）　

　MI 値の特徴としては、低頻度語を強調する傾向にあるため、極端に頻度が低い語を MI 値で評価するのは望ましくない。

　ここでは、企業の認知変化を知るために共起語の時系列変化の分析を行う。分析手順は以下の通りである。まずは①中心語の特

補表２．データクリーニングにおいて削除した単語
1-30 31-60 61-90 91-120 121-150 151-177

順位 単語 重要度 順位 単語 重要度 順位 単語 重要度 順位 単語 重要度 順位 単語 重要度 順位 単語 重要度
1 ) 4.48 31 ) 0.68 61 10 0.31 91 ④ 0.15 121 28 0.077 151 Ｒ 0.039
2 ( 3.73 32 60 0.56 62 14 0.29 92 ⑤ 0.13 122 他 0.076 152 　① 0.036
3 当社 3.53 33 それ 0.54 63 ④ 0.29 93 ⑥ 0.13 123 25 0.073 153 　② 0.036
4 0 2.61 34 ② 0.54 64 21 0.28 94 24 0.13 124 字 0.073 154 うえ 0.036
5 もの 2.32 35 よう 0.54 65 22 0.27 95 二 0.13 125 部 0.072 155 モノ 0.036
6 会 1.85 36 ① 0.52 66 , 0.27 96 （㈱ 0.12 126 50 0.071 156 500 0.026
7 行為 1.80 37 ③ 0.49 67 ６月 0.27 97 No 0.12 127 　　③ 0.061 157 541 0.026
8 的 1.73 38 3 0.45 68 23 0.26 98 下 0.11 128 ６つ 0.054 158 679 0.026
9 化 1.66 39 1 0.43 69 15 0.26 99 ４月 0.11 129 )」( 0.054 159 77 0.026
10 者 1.60 40 4 0.42 70 なか 0.24 100 53 0.11 130 30 0.054 160 % 0.026
11 強化 1.47 41 もと 0.41 71 ヵ年 0.22 101 ⑦ 0.11 131 内 0.054 161 & 0.026
12 こと 1.45 42 5 0.41 72 16 0.21 102 ⑧ 0.11 132 ７月 0.054 162 .（ 0.026
13 推進 1.44 43 さ 0.40 73 以上 0.21 103 ⑨ 0.11 133 54 0.050 163 ., 0.026
14 会社 1.43 44 2 0.40 74 の 0.21 104 込み 0.11 134 57 0.049 164 600 0.026
15 ため 1.32 45 一 0.39 75 . 0.21 105 ほか 0.11 135 ５月 0.045 165 87 0.026
16 判断 1.21 46 9 0.37 76 17 0.21 106 8 0.11 136 それぞれ 0.045 166 A 0.026
17 1 1.20 47 これ 0.35 77 58 0.20 107 ⑤ 0.10 137 88 0.042 167 Co 0.026
18 対応 1.06 48 65 0.35 78 ％ 0.20 108 　　② 0.10 138 82 0.042 168 Ltd 0.026
19 基本 1.03 49 6 0.34 79 下記 0.19 109 0 0.10 139 ３つ 0.041 169 M 0.026
20 確保 1.00 50 これら 0.34 80 種々 0.18 110 32 0.09 140 2013 0.041 170 イ 0.026
21 等 0.97 51 7 0.33 81 ３月 0.17 111 一つ 0.09 141 44 0.041 171 ハ 0.026
22 事業 0.95 52 20 0.33 82 ゼロ 0.17 112 56 0.09 142 さら 0.041 172 ロ 0.026
23 対象 0.94 53 18 0.33 83 後 0.17 113 100 0.09 143 400 0.041 173 21 0.025
24 向上 0.93 54 4 0.33 84 ㈱、 0.17 114 数 0.08 144 　　④ 0.041 174 353 0.025
25 体制 0.87 55 11 0.32 85 27 0.17 115 　　① 0.08 145 　　⑤ 0.041 175 800 0.025
26 性 0.85 56 19 0.31 86 　　　( 0.16 116 - 0.08 146 　　⑥ 0.041 176 859 0.024
27 中期 0.84 57 12 0.31 87 3 0.16 117 ・ 0.08 147 79 0.041 177 937 0.024
28 平成 0.81 58 13 0.31 88 ① 0.15 118 いつ 0.08 148 うち 0.041
29 菓 0.78 59 8 0.31 89 ② 0.15 119 すべて 0.08 149 5 0.039
30 2 0.72 60 9 0.31 90 ③ 0.15 120 三 0.08 150 6 0.039

注：上記の他、「ISO- マネジメント」「買 - 付」については、語を統合した。

20 コーパス言語学とは「コンピュータで処理可能な電子コーパスを検索して言語分析・記述を行う言語学一般」のこと。
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定を行い、②共起語と頻度・統計情報量を算出し（スパンは中心語の前後３と設定）、③クリーニング（名詞・動詞・形容詞以外
を削除）および有意な共起語の条件設定（頻度２以上、MI 値 >1.58）を行った上、④集計（共起頻度上位 10 語、同順位の場合は
ＭＩ値が高い順に並び替えて、各年ごとに抽出）を行う。

３．共起マップの作成
　語の共起マップは、テキストの中で用いられた語をノードとし、同時に用いられた場合は、語と語を線（辺として）でリンクし
たグラフである。ここでは、品詞を「名詞」に指定し、共起頻度２以上および３以上となる共起マップを作成し、経営戦略の特徴
を読み取った（金 , 2009, pp.63-72）。

補図１－１．経営戦略に関する共起マップ（B 社、2012年３月期決算）
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補図１－２．経営戦略に関する共起マップ（Ｋ社、2012年３月期決算）
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補図１－３．経営戦略に関する共起マップ（Ｉ社、2012年３月期決算）




